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１．はじめに 

近年，気候システムの温暖化による地球環境変化

が危惧されており，標高 4000m 超級の山岳地では，

氷河の減衰が明らかにされている 1)．特に熱帯域に

分布する“熱帯氷河”は気温上昇に対する影響が大

きいとされている．全球における約 95％の熱帯氷河

が分布するアンデス山系の国々では，氷河に水資源

を依存していることからも社会的な被害が懸念され

ている．さらにアンデス山系の国々は貧困層が多く

分布し，経済力不足と人口増加の予測から深刻な展

望が見込まれている．しかしながら，住民の危機感

は薄く，いまだ氷河減少に対する定量的な影響評価

がなされていない．以上を背景に本研究では，熱帯

氷河の分布する経済力の低いエクアドル，ペルー，

ボリビアを対象に①，②の研究に取り組んだ． 
① 1999 年から 2009 年の衛星画像を数値地理情報

化し，該当年の氷河減衰の傾向より，氷河消失年を

計算した．（氷河変動解析） 
② 主要産業である農業に着目し，各国の氷河減衰

のインパクト量を示した．（氷河インパクト解析） 
 
２．解析方法 

2.1 氷河変動解析 

本解析では，衛星画像より雪氷面の有無を以下に

示す S3 指標 2)より求めた．また，衛星画像からの

S3 指標を基本情報として，NDVI 指標，土地利用，

フィルンライン高度（標高データ）を照合させるこ

とで，雪氷面と類似する水域や雲を除去したものと

なっている．S3 と NDVI は以下に式を示す． 

 
先行研究によりS3の閾値が0程度になることが観測

から確認されているため，S3の閾値は 0に設定した．

フィルンラインは積雪量と融解量がほぼ等しいとこ

ろであり，熱帯氷河の分布する高度は 4000m 以上で

ある 3)． 以上の手法により，南米全域の雪氷面を求

め，国別に時系列情報に整理した．図 1 は 2002 年 8
月衛星観測による南米の雪氷面分布である． 
 

2.2 氷河減衰インパクト解析 

対象地域 3 か国の 1999 年，2004 年，2008 年の各

年の農畜産物の収量上位 20 位までの品目のウォー

ターフットプリントの総和を，その国のその年のウ

ォーターフットプリントとして算出し，これを農業

部門の水需要とした．この水需要を基に氷河減少量

に対する作物の収量を求めることとした． 
 

３．データセット 

1) 衛星画像データ 

Centre National d’Etudes Spatiales が運営する

地球衛星探査機 SPOT VEGETATION センサのデー

タを利用した．衛星の回帰日数は約 1 日でセンサは

約 1 ㎞の分解能を保持し，4 波長帯を観測すること

ができる．解析では 1 日データを月別値に平滑化し

て利用した． 
2) 数値地理情報 

土地利用データとして，千葉大学の CEReS の運

営する GLCNMO を利用した．標高データとして

U.S. Geological Survey の HYDRO1k DEM for 
South America を利用した．いずれの情報も解像度

1 ㎞×1 ㎞である． 
3) 食糧生産 

FAOが運営するオンライン統計データベースであ

る FAOSTAT よりデータを取得し，利用した． 
4) ウォーターフットプリント 

作物ごとの 1997 から 2001 年の世界平均のウォー

ターフットプリント 4)を用いて計算した． 
 
４．解析結果 

4.1 氷河変動解析 

図 2 より季節変化では雨季に年々変動が大きく，

乾季に変動が小さいことが明らかにされた．この影

響として積雪の影響が推測される．氷河に着目する

(1) 

(2) 

図 1 2002 年 8 月衛星観測による氷河分布 



ため，最も変動の小さく，乾季であり降水の影響の

少ない 8 月を解析の対象とし，経年変化を求めるこ

ととした．図 3 は各国の雪氷面の経年変化を示す．

経年変化から,いずれの国も概ね同じ挙動を示し，雪

氷面は減少傾向であることが明らかにされた．また，

氷河を捉えていると考えられる雪氷面積の最大年と

最小年の差が国土面積に占める割合はペルーでは約

41％，ボリビアでは約 14％，エクアドルでは約 7％
であることも明らかにされた．氷河減衰を示唆する

過去約 10 年間の線形近似式を用いた場合，ペルーは

2073 年，エクアドルは 2048 年，ボリビアは 2039
年に消失することが見積もられた． 
4.2 氷河減衰インパクト解析 

氷河減衰のインパクト解析として，最も早期に氷

河消失が見込まれるボリビアを参考に，2030 年を最

終年として，2015 年，2020 年の 3 つの時期の作物

収量の減少量を見積もった．図 4 より基準に利用す

る各作物収量，ウォーターフットプリントは農業生

産の多様化，および生産力向上に伴うエネルギー利

用促進に合わせて上昇している．ただし，この上昇

は，極端変化を示していないことから，近年の値を

平均化して解析に利用した．氷河減衰に従い 2030
年には 2015 年時の２倍強の農業生産減少が見込ま

れることが明らかにされた．ただし，この上昇は，

極端変化を示していないことから，近年の値を平均

化して解析に利用した．図 5 に作物収量減少の検討

結果を示す．氷河減衰に従い 2030 年には 2015 年時

の 2 倍強の農業収量減少が見込まれることが明らか

にされた． 
 

５．解析結果 

乾季に年々変動が小さいのは，積雪による影響が少

ないためであると考えられる．そのため，雪の影響が

少ないと考えられる 8 月で経年変化を考察したところ，

過去 10 年間では減少傾向にあることがわかった．今後

この傾向のまま減少すると仮定すれば，2080 年までに

はアンデス山系の熱帯氷河は消失することが分かっ

た．氷河面積が減少傾向にあるにも関わらず，ウォ

ーターフットプリントは増加傾向にあった．したが

って将来的に農業に使用できる水資源が制限される

ことが予想される．さらに人口増加や経済発展が見

込まれるため，より深刻になる可能性がある．今後

はリモートセンシングデータの空間解像度や時間分

解能をさらに細かく捉えること，降水量や気温等の

気象データを組み込むことで，より精度の高い解析

に努めたい意向である． 
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図 2 氷河面積季節変化 

図 3 氷河面積経年変化 
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図 4 ウォーターフットプリント経年変化 
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図 3 氷河現象換算の作物収量減少量 
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